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平成17年１月１日規則第13号 

伊勢崎市情報公開条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、伊勢崎市情報公開条例（平成17年伊勢崎市条例第17号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（公開請求書） 

第３条 条例第６条第１項第３号の実施機関が定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 公開請求をしようとする者の区分及び連絡先の電話番号 

(２) 公開請求に係る行政情報の公開方法の区分 

(３) 条例第５条第５号の規定により市の行政に直接的な利害関係を有するものが公開請求をし

ようとする場合にあっては、その利害関係の内容 

(４) その他市長が必要と認める事項 

２ 条例第６条第１項の公開請求書は、行政情報公開請求書（様式第１号）によるものとする。 

（行政情報公開決定通知書等） 

第４条 条例第11条第１項及び第２項の規定による通知は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、

当該各号に定める通知書により行うものとする。 

(１) 行政情報の全部を公開する旨の決定 行政情報公開決定通知書（様式第２号） 

(２) 行政情報の一部を公開する旨の決定 行政情報部分公開決定通知書（様式第３号） 

(３) 行政情報の全部を公開しない旨の決定 

ア イ及びウに掲げる以外のとき 行政情報非公開決定通知書（様式第４号） 

イ 条例第10条の規定により公開請求を拒否するとき 行政情報の存否を明らかにしない決定

通知書（様式第５号） 

ウ 行政情報を保有していないとき 行政情報不存在決定通知書（様式第６号） 

２ 条例第７条第２項の規定により、公開請求に係る行政情報が公開決定等の日から１年以内にそ

の全部又は一部を公開することができるようになることが明らかであるときは、公開しない理由

が消滅する期日として、前項に規定する通知に付記するものとする。 

（公開決定等の期間の延長） 

第５条 条例第12条第２項の規定による通知は、行政情報公開決定等期間延長通知書（様式第７号）



2/30 

により行うものとする。 

２ 条例第12条第３項の規定による通知は、行政情報公開決定等期間延長特例通知書（様式第８号）

により行うものとする。 

（事案移送通知書） 

第６条 条例第13条第１項の規定による通知は、行政情報の公開請求に係る事案移送通知書（様式

第９号）により行うものとする。 

（第三者保護に関する手続） 

第７条 条例第14条第１項及び第２項の実施機関が定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 公開請求の年月日 

(２) 公開請求に係る行政情報に記録されている第三者に関する情報の内容並びに当該行政情報

の件名又は内容 

(３) 照会する理由 

(４) 意見書を提出する場合の提出先及び提出期限 

２ 条例第14条第１項及び第２項の規定による通知は、行政情報の公開に係る意見照会書（様式第

10号）により行うものとする。 

３ 条例第14条第１項及び第２項の意見書は、行政情報の公開に係る意見回答書（様式第11号）に

よるものとする。 

４ 条例第14条第３項の規定による通知は、意見書提出の行政情報を公開決定した旨の通知書（様

式第12号）により行うものとする。 

（行政情報の閲覧の方法等） 

第８条 行政情報を閲覧し、又は視聴する者は、当該行政情報を丁寧に取り扱い、これを改ざんし、

汚損し、又は破損してはならない。 

２ 市長は、前項の規定に違反する者又はそのおそれのある者に対し、行政情報の閲覧又は視聴を

中止させ、又は禁止することができる。 

（電磁的記録の公開の方法） 

第９条 条例第15条第２項の規則で定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、当

該各号に定める方法によるものとする。ただし、電磁的記録媒体への複写については、その保有

する処理装置により、容易に当該文書等の開示を実施することができる場合に限る。 

(１) 音声データ又は映像データ 

ア 専用機器により再生したものの視聴 
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イ 光ディスクに複写したものの交付 

(２) 前号に掲げるもの以外の電磁的記録 

ア 用紙に出力したものの閲覧又は交付 

イ 専用機器（開示を受ける者の閲覧又は視聴の用に供するために備え付けられているものに

限る。）により再生したものの視聴 

ウ 光ディスクに複写したものの交付（当該方法による開示の実施をすることができない特性

を有するものを除く。） 

（行政情報の写しの交付部数） 

第10条 行政情報の公開を行う場合において、当該行政情報の写しを交付するときの交付部数は、

行政情報１件につき１部とする。 

（公開の実施の催告） 

第11条 条例第15条第３項の規定による催告は、行政情報の公開の実施に係る催告書（様式第13号）

により行うものとする。 

（特定の行政情報） 

第12条 条例第16条第１項ただし書に規定する規則で定める行政情報は、次に掲げるものとする。 

(１) 建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）別記第３号様式による建築計画概要書 

(２) 都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号）別記様式第２又は別記様式第２の２によ

る開発行為許可申請書及び伊勢崎市開発行為等の規制に関する規則（平成17年伊勢崎市規則第

161号）様式第１号による設計説明書、都市計画法施行規則第16条第２項に規定する設計図、同

規則第17条第１項に規定する開発区域位置図及び開発区域区域図その他の開発行為の許可に係

る申請書の添付図書 

(３) 伊勢崎市開発行為等の規制に関する規則第７条第１項に規定する開発行為の変更に係る申

請書及び変更説明書、変更説明図その他の開発行為の変更に係る申請書の添付図書 

（手数料の免除） 

第13条 条例第16条第３項の規定により手数料の免除を受けようとするものは、行政情報の公開を

受けるときまでに、免除を受けようとする理由を証する書類を添えて、行政情報公開手数料免除

申請書（様式第14号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、行政情報公開手数料免除申請書の提出があったときは、承認又は不承認の決定を行い、

当該申請書を提出したものに対し、行政情報公開手数料免除承認通知書（様式第15号）又は行政

情報公開手数料免除不承認通知書（様式第16号）により通知するものとする。 
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（行政情報の写しの作成及び送付に要する費用） 

第14条 条例第16条第５項の規定による行政情報の写しの作成に要する費用は、別表のとおりとす

る。 

２ 業務委託による写しの作成に際し、プログラムの作成その他の特別の処理を必要とする場合に

おいて、契約上の理由その他必要があると認めるときは、その概算額を徴収する。この場合にお

いて、特別の処理の終了後精算して、過不足があるときは、これを還付し、又は追徴するものと

する。 

３ 条例第16条第５項の規定による行政情報の写しの送付に要する費用は、郵便又は民間事業者に

よる信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者

若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者若しくは同法第３条第４号に規定する外国信書

便事業者による同法第２条第２項に規定する信書便による発送に要する料金に相当する額とする。 

４ 前３項に規定する費用は、前納とする。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるとき

は、この限りでない。 

（費用の減免） 

第15条 条例第16条第６項の規定による費用の減額又は免除は、次の各号のいずれかに該当する者

が行政情報の写しの交付を受ける場合とする。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による保護を受けている者 

(２) その他市長が必要と認めた者 

２ 前項の規定により費用の減額又は免除を受けようとする者は、行政情報の公開請求に係る費用

減免申請書（様式第17号）を市長に提出しなければならない。 

（審査会に諮問した旨の通知） 

第16条 条例第18条第４項の規定による通知は、伊勢崎市情報公開・個人情報保護審査会諮問通知

書（様式第18号）により行うものとする。 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等の通知） 

第17条 条例第19条において準用する条例第14条第３項の規定による通知は、審査請求に対する裁

決に基づく行政情報を公開決定した旨の通知書（様式第19号）により行うものとする。 

（行政情報の任意的公開の申出） 

第18条 条例第20条第２項の規定による申出は、行政情報任意的公開申出書（様式第20号）により

行うものとする。 

２ 前項の申出に対する回答は、行政情報任意的公開回答書（様式第21号）により行うものとする。 
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（情報公開の総合的な推進） 

第19条 条例第21条第２項に規定する市政情報を提供する場所として、本庁舎及び各支所庁舎に市

民情報コーナーを設置する。 

２ 前項の市民情報コーナーの管理及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（出資等法人の情報公開） 

第20条 条例第22条第１項の規則で定める法人は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 社会福祉法人伊勢崎市社会福祉協議会 

(２) 公益財団法人伊勢崎市公共施設管理公社 

(３) 一般財団法人伊勢崎市スポーツ協会 

(４) 一般財団法人さかい・ふるさと創生基金 

（実施状況の公表） 

第21条 条例第25条の規定による実施状況の公表は、次に掲げる事項を告示して行うものとする。 

(１) 公開請求件数 

(２) 公開決定等件数 

(３) 審査請求の件数及びその処理状況 

(４) その他必要な事項 

（適用除外の行政情報） 

第22条 条例第26条第５項に規定する規則で定める行政情報は、次に掲げるものとする。 

(１) 公職選挙法（昭和25年法律第100号）第19条第４項に規定する選挙人名簿の抄本 

(２) 公職選挙法第30条の２第５項に規定する在外選挙人名簿の抄本 

（その他） 

第23条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

別表（第14条関係） 

区分 金額 

乾式の複写機による写し

の作成 

日本産業規格Ａ列４番の大きさ

までの用紙のもの 

白黒複写１枚につき 10円 

カラー複写１枚につき 50円 

日本産業規格Ａ列４番の大きさ

を超え、日本産業規格Ａ列３番

の大きさまでの用紙のもの 

白黒複写１枚につき 10円 

カラー複写１枚につき 50円 
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プリンタによる出力 日本産業規格Ａ列４番の大きさ

までの用紙のもの 

白黒出力１枚につき 10円 

カラー出力１枚につき 50円 

日本産業規格Ａ列４番の大きさ

を超え、日本産業規格Ａ列３番

の大きさまでの用紙のもの 

白黒出力１枚につき 10円 

カラー出力１枚につき 50円 

業務委託による写しの作成 当該業務委託で定める額 

光ディスク（日本産業規格Ｘ0606及びＸ6281又はＸ6241に

適合する直径120ミリメートルの光ディスクの再生装置で

再生することが可能なものに限る。）による複写の作成 

文書等をスキャナ

により読み取って

できた電磁的記録

の複写のもの 

１枚につき200円

に当該文書等１枚

ごとに10円を加え

た額 

その他のもの １枚につき200円 

備考 用紙の両面を使用する場合は、片面を１枚として額を算定する。 
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様式第１号（第３条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 

 



9/30 

様式第３号（第４条関係） 
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様式第４号（第４条関係） 
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様式第５号（第４条関係） 
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様式第６号（第４条関係） 
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様式第７号（第５条関係） 
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様式第８号（第５条関係） 
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様式第９号（第６条関係） 

 



18/30 

様式第10号（第７条関係） 
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様式第11号（第７条関係） 
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様式第12号（第７条関係） 
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様式第13号（第11条関係） 
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様式第14号（第13条関係） 
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様式第15号（第13条関係） 
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様式第16号（第13条関係） 
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様式第17号（第15条関係） 
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様式第18号（第16条関係） 
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様式第19号（第17条関係） 
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様式第20号（第18条関係） 
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様式第21号（第18条関係） 

 


